
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数：45項目
問題あり：8件
要確認：12件
問題なし：25件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞  

記載内容：「河野太郎（こうの たろう）議員」
検証結果：✓正確

根拠・出典：Wikipedia、首相官邸公式サイト等で確認

記載内容：「早稲田大学を卒業後に富士ゼロックス勤務を経て政界入り」

検証結果：✗誤り

正しい情報：慶應義塾大学経済学部（2か月で中退）→ジョージタウン大学卒業→富士ゼロックス→日本端子→政界
入り

根拠・出典：Wikipedia、各種公式資料で確認

記載内容：「神奈川県第15区選出の衆議院議員」
検証結果：✓正確

根拠・出典：首相官邸、自民党公式サイトで確認

記載内容：「河野洋平氏」（父）

検証結果：✓正確

根拠・出典：Wikipedia等で確認

記載内容：「富士ゼロックス」

検証結果：✓正確

根拠・出典：複数の信頼できる資料で確認（現在は富士フィルムビジネスイノベーション）

2. 数値情報  

記載内容：「1963年生まれ」
検証結果：✓正確

根拠・出典：公式プロフィールで「1963年1月10日」と確認

記載内容：「2009年に初入閣」
検証結果：✗誤り

正しい情報：2015年10月7日に初入閣（第3次安倍第1次改造内閣）
根拠・出典：Wikipedia、首相官邸資料で確認

記載内容：「2021年の総裁選当時には、河野氏の日本語版X（旧Twitter）アカウントのフォロワーが約240万と国内
議員最多を記録」

検証結果：△要確認

理由：2021年2月時点で226万人超として安倍氏を抜いたと報道されているが、240万人という具体的な数字は確認
できない

根拠・出典：日経新聞2021年2月7日記事では226万人と報告
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記載内容：「デジタル庁創設は河野氏がワクチン担当相を務めた2021年前後に訴え続け、実際に2021年9月にデジタ
ル庁が発足」

検証結果：△要確認

理由：デジタル庁は2021年9月1日に発足したが、河野氏が直接創設を主導したかは不明。初代デジタル大臣は平井
卓也氏

根拠・出典：デジタル庁公式サイト、各種報道

記載内容：「2015年から2025年7月までに、河野氏の国会発言回数は約320回」
検証結果：△要確認

理由：具体的な発言回数の検証は困難  

記載内容：「総発言文字数も約40万字」
検証結果：△要確認

理由：具体的な文字数の検証は困難

3. その他の重要な事実関係  

記載内容：「第49回衆院選（2021年10月）では「日本を前に進める。温もりのある国へ」をキャッチフレーズに」
検証結果：✓正確

根拠・出典：河野太郎総裁選特設サイトで確認

記載内容：「2021年総裁選で惜敗した後、河野氏は一時非主流派となり」
検証結果：✓正確

根拠・出典：2021年総裁選で岸田文雄氏に敗れたことは事実

記載内容：「2023年、デジタル相になってから」
検証結果：✗誤り

正しい情報：2022年8月10日にデジタル大臣就任（第2次岸田改造内閣）
根拠・出典：首相官邸公式サイト、報道記事で確認

記載内容：「河野氏個人に関わる不祥事はほとんど見当たりません」

検証結果：✓正確

根拠・出典：検索結果では重大な不祥事は確認されない

記載内容：「X（旧Twitter）のフォロワー数は2015年時点で約50万人」
検証結果：△要確認

理由：2015年時点の正確な数値は確認困難

記載内容：「2025年7月現在は日本語アカウントで約280万人」
検証結果：△要確認

理由：最新の正確なフォロワー数は検証困難

記載内容：「YouTube登録者約25万人」（2025年）
検証結果：△要確認

理由：最新の登録者数は検証困難
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改善提案  

修正が必要な箇所の一覧  

1. 学歴の訂正：「早稲田大学を卒業後」→「慶應義塾大学中退後、ジョージタウン大学卒業後」

2. 初入閣年の訂正：「2009年に初入閣」→「2015年に初入閣」  

3. デジタル大臣就任時期の訂正：「2023年、デジタル相になってから」→「2022年8月、デジタル相になってか
ら」

追加確認が推奨される情報  

1. SNS関連数値：フォロワー数や登録者数の最新かつ正確な数値

2. 国会発言回数・文字数：具体的な統計データの根拠

3. デジタル庁創設への関与度：河野氏の直接的な貢献度

4. 2021年総裁選時のフォロワー数：240万人という数字の正確性

5. 政治資金関連の詳細：収支報告の具体的内容

全体的な評価  

記載された情報の大部分は正確ですが、いくつかの重要な事実誤認（学歴、初入閣時期、デジタル大臣就任時期）

があります。特に経歴に関する基本情報の誤りは信頼性に大きく影響するため、早急な修正が必要です。

また、SNS関連の数値や国会での活動実績については、より信頼性の高いデータソースの確認が推奨されます。
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